
島津サイエンス東日本㈱　　        （単位：円）

          資     産    の    部           負     債    の    部

科 目 科 目

【 流  動  資  産 】 【 9,227,004,194 】 【 流  動  負  債 】 【 6,042,616,701 】

現 金 及 び 預 金 104,068,974 買 掛 金 3,890,280,527

受 取 手 形 318,040,952 電 子 記 録 債 務 260,388,727

電 子 記 録 債 権 984,452,257 未 払 金 738,714,387

売 掛 金 6,049,932,683 未払通算税効果額等 67,079,019

商 品 278,182,977 未 払 事 業 所 税 1,051,800

短 期 貸 付 金 928,623,645 契 約 負 債 609,453,136

未 収 入 金 103,205,889 預 り 金 7,133,152

仮 払 金 12,155,682 未 払 費 用 20,480,000

前 払 費 用 449,074,724 未 払 社 会 保 険 料 65,738,221

貸 倒 引 当 金 △ 733,589 未 払 法 人 税 等 20,078,432

【 固  定  資  産 】 【 419,877,556 】 未 払 事 業 税 39,645,700

（有 形 固 定 資 産） （ 98,912,009 ） 賞 与 引 当 金 294,300,000

建 物 5,673,308 役 員 賞 与 引 当 金 4,442,000

建 物 付 属 設 備 10,518,601 未 払 消 費 税 等 23,831,600

構 築 物 218,473 【 固  定  負  債 】 【 343,935,565 】

工 具 器 具 備 品 11,278,516 長 期 預 り 金 1,000,000

土 地 71,223,111 退 職 給 付 引 当 金 339,499,565

（無 形 固 定 資 産） （ 3,056,363 ） 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 3,436,000

ソ フ ト ウ エ ア 2,644,250 負 債 合 計 6,386,552,266

電 話 加 入 412,113           純　 資 　産   の  部

（投資その他の資産） （ 317,909,184 ） 【  株　主　資　本  】 【 3,260,329,484 】

更 生 債 権 8,403,662 　　(資　　　本　　　金) （ 75,000,000 ）

保 証 金 500,000 　　(利　益　剰　余　金) （ 3,185,329,484 ）

敷 金 59,358,991        利 益 準 備 金 18,750,000

繰 延 税 金 資 産 257,103,151 　     そ の 他 利 益 剰 余 金 3,166,579,484

そ の 他 2,847,042             別 途 積 立 金 207,000,000

貸 倒 引 当 金 △ 10,303,662             繰 越 利 益 剰 余 金 2,959,579,484

純 資 産 合 計 3,260,329,484

資 産 合 計 9,646,881,750 負 債 及 び 純 資 産 合 計 9,646,881,750

　  貸   借   対   照   表　　   

　　　 ２０２４年 ３月 ３１日  現在

金 額 金 額



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　　（１）棚卸資産の評価基準および評価方法

　　　　　商品は個別法による原価法によっています。

　　　　　(原価法は、収益性の低下による、簿価切下げの方法によっています。）

　　（２）固定資産の減価償却の方法

　　　　　①有形固定資産

　　　　　　定額法によっています。

　　　　　②無形固定資産

　　　　　　定額法によっています。

　　　　　　なお、自社利用のソフトウェアについて、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

　　　　　　法によっています。

　　（３）引当金の計上基準

　　　　　①貸倒引当金

　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

　　　　　　貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

　　　　　　計上しています。

　　　　　②賞与引当金

　　　　　　従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額のうち当期の負担額を計上しています。

　　　　　③役員賞与引当金

　　　　　　役員の賞与支給に充てるため、支給見込額のうち当期の負担額を計上しています。

　　　　　④退職金給付引当金

　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務に基づき計上しています。

　　　　　⑤役員退職慰労引当金

　　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当期末要支給額を計上しています。

　　（４）収益及び費用の計上基準

　　　　　顧客との契約において識別された履行義務に基づき、約束した財又はサービスの支配が顧

　　　　　客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識

　　　　　することとしています。

　　（５）外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準

　　　　　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

　　　　　処理しています。

　　（６）グループ通算制度の適用

　　　　　株式会社島津製作所を通算親法人とするグループ通算制度を適用しています。

           個　　別　　注　　記　　表
                   自    ２０２３ 年   ４月   １日

                   至    ２０２４ 年 　３月 ３１日



２．当期純利益　442,622,183円

３．その他の注記

企業結合等関係

共通支配下の取引

子会社の吸収合併

当社は、2023年4月1日に、当社の子会社を吸収合併しております。

　　　（１）取引の概要

①対象となった企業の名称およびその事業の内容

企業の名称　群栄産業株式会社

事業の内容　理化学機器の販売

②企業結合日

2023年4月1日

③企業結合の法的形式

当社を吸収合併存続会社、群栄産業株式会社を吸収合併消滅会社とする吸収合併

④結合後企業の名称

島津サイエンス東日本株式会社

（２）実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」および「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する

適用指針」に基づき、共通支配下の取引として処理しております。

なお、この吸収合併に伴い、抱合せ株式消滅差損194百万円を特別損失に計上しております。

                   自    ２０２３ 年   ４月   １日

                   至    ２０２４ 年 　３月 ３１日


